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研究成果の概要： 
 温暖な気候に恵まれた日本のこれからの住まい方は、屋外と全く無関係に室内環境調整する

のではなく、建物周辺の微気象や地域環境との関わりを意識すべきで、地球環境・エネルギー・

人体生理などさまざまな観点からも利点があるといえます。そこで、それを実現するため、基

礎学習会と長期間の住環境観察からなる教育の方法を開発しました。また、窓開閉や部屋の滞

在といった住まい方を自動計測し、特徴を分析しました。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 2,900,000 0 2,900,000 

2007 年度 400,000 0 400,000 

2008 年度 400,000 120,000 520,000 

年度  

  年度  

総 計 3,700,000 120,000 3,820,000 

 
 
研究分野：建築環境、住環境教育 
科研費の分科・細目：建築 建築環境・設備 
キーワード：住環境教育、 環境調整行動、 モニタリング、 空気環境、 熱環境、 
      年間計測、  模型実験、   データベース 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 わが国を含む温暖地域における住宅は、そ
の地域気象条件を意識した「開放系」の構造
を持つが、そのため、空調の用い方や生活時
間帯といった住まい方の違いによって住宅
の熱環境評価が異なることが分かっている。
そこで、住環境に関する体験学習ワークショ
ップや室内空気質のモニタリングを冬季に
実施したところ、地域気象条件や住宅の熱・
空気特性など、住まい方に対する一般生活者

の意識は弱く、「開放系」の住空間特性を活
かした生活が必ずしもなされていないこと
が指摘された。これらの経緯から、研究代表
者は住環境や住まい方に対する意識を確実
に定着させるような効果的な学習プログラ
ム開発が必要と考えるに至った。 
 研究代表者らの調査によれば、住環境教育
研究は従来、学校教育の家庭科分野において
取り上げられてきたが、環境そのものを目で
見ることができないため内容の把握が難し
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く、そのために教材や学習プログラム作りは
衣・食領域に比べて立ち遅れていた。しかし
近年のエネルギーや地球環境問題への関心
が高まる中、住環境のあり方が改めて取り沙
汰されており、一般生活者を対象とした効果
の高い住環境学習プログラムの開発研究が
急がれる現状にある。 
 研究代表者らは居住者の環境調整行動（窓
開閉、暖冷房運転、換気扇運転）を自動計測
する方法を考案し、さらにその計測データを
用いてモニタリングを導入した住環境ワー
クショップを試行してきた。従来のワークシ
ョップは特定の場所に集まり短期間（数時間
～数日）で集中的に行われるため、学習効果
は一時的な場合もあり、実生活への定着には
疑問が残っていた。しかし、新たにモニタリ
ングを導入したワークショップは居住状態
において日常的に行われるため、学習効果を
直接確認できる利点があり、またこれまでの
試行結果では実施期間が冬季の数ヶ月のみ
と短かったにも関わらず、居住者において
熱・空気環境に対する意識の変化がみられた。 
 なお、本研究のようにモニタリングを導入
した日常生活をしながらの住環境学習プロ
グラムの実施例は、国内外ともに申請者以外
には見受けられない。 
 
２．研究の目的 
 これまでの成果をさらに発展させるため
に、ワークショップの手順や計測方法を改良
し、また実施対象を多様な家族構成の世帯に
拡げ、長期間継続することによって、次のこ
とを明らかにする。 

(１)住宅内の室内熱・空気環境に関する環境
調整行動のモニタリングを導入した学習
プログラムの最適な実施方法 

(２)地域気象条件（気温、湿度、風速、日射
量、降水量）や住宅の熱・空気特性（お
よびその結果生じた室内温湿度、CO2 濃
度、粉塵量）が環境調整行動に与える影
響 

 
３．研究の方法 
(１)環境調整行動の長期計測と特性分析 
 本研究に先行して、2003 年７月～2004 年
９月の間に、北海道から四国までのさまざま
な気候特性の地域にある戸建住宅 11 戸にお
いて、夏季・冬季・中間季を含む長期に渡る
計測を行ってきた。主な計測項目は、環境調
整行動の一部である窓開閉行為、および室内
環境である。これに基づいて、多様な家族構
成の世帯についての環境調整行動特性を明
らかにする。 

(２)滞在行為の推定法開発 
 人の在・不在と CO2濃度・相対湿度変化
から住宅における室内の滞在人数を推定す
る方法を提案し、推定精度を実験により検
証する。また、実住宅における計測データ
を用いて推定を試み、滞在行為のパターン
や特徴を明らかにする。 

(３)住環境学習プログラムの改良 
 これまでに提案した住環境ワークショッ
プに基づいて、新たな学習プログラムを提案、
試行する。学習効果を高めるためには、住環
境のモニタリングを長期的に行うことと、ワ
ークショップ参加者が長期間継続できるよ
う定期的に基礎学習会を催すなどの工夫を、
学習プログラムに盛り込む必要がある。その
基礎資料として既存の住環境教育事例を調
査しデータベース化する。 
 
４．研究成果 
(１)環境調整行動の長期計測と特性分析 
①窓開放時間の日変化 
 各時間帯について月別に１時間あたりの
平均窓開放時間(min/h)を得たところ、その日
変化はおおまかに次の３種類のパターンに
分類できた。 
 ひとつ山型：ある決まった時間に開放時間
が長くなるもの。北海道や東北の住宅では一
年中、それ以外の地域では冬季に見られた。 
 ふたつ山型：朝方と夕方に開放時間が長く、
日中には開放時間の短い谷間ができるもの。
宮城県仙台市以南の住宅で見られた。これは、
日中不在もしくは冷房使用のために窓が閉
鎖されているか、朝夕に調理や掃除などの生
活習慣上の理由で窓開放をしているためと
考えられる。 
 平坦型：ほとんど日変化が見られないもの。
寝室や子供室のほか、応接室や納戸といった
ような日中の滞在が少ない室に多く現れ、開
放時間が最も長くなる夏季には 40 ～
60min/h に達することもある。日常的に居住
者の滞在がない室の窓は、夏季以外にも平坦
型が現れており、開閉行為の頻度が極端に少
なかった。 

②窓開閉行為の特性 
 室温と窓開放時間の関係から正規分布の
累積分布関数の回帰式を得た。この式のパラ
メータは、正規分布における平均(窓開放と
閉鎖の時間割合が半々（30min/h）のときに
対応する室温[℃]）と標準偏差(窓開放と閉
鎖の時間割合が半々のときからおよそ±
20min/h 変化するまでの室温変化量[℃])に
よって特徴づけられる。 



 

 

 調査対象室の散布図（図１）について、点
線の中はすべて居間であるが、１戸を除き、
平均が 26～28℃、標準偏差が 2.5～5.2℃と
いった狭い範囲に分布していた。このことか
ら、居間のように居住者の滞在時間が長い室
は、窓開閉行為の特性が似かよっており、地
域や住宅、居住者の属性などの影響が現れに
くいと考えられる。 
 一方、それ以外の室については、地域差が
現れ、北海道・東北・関東では平均が小さく、
関西・四国では平均、標準偏差ともに大きく
なっていた。このことから、関東よりも北の
地域では、居間より室温が低めであっても窓
開放がなされ、また室温変化に沿って窓開閉
行為が行われたことが分かる。関西・四国で
は、室温が高めのときに冷房を使用するため、
窓開放から閉鎖に切り替えるものと見られ
る。それが原因で室温と窓開放時間との関係
が明確でなくなり、結果的に平均と標準偏差
が大きくなったと予想される。 

③窓開閉行為時の内外気象条件 
 窓開閉行為事例を、開閉別および開巾別
（閉⇔半開未満、半開未満⇔半開以上、閉⇔
半開以上）に６分類し、それぞれについて時
刻および内外気象の各要素に関する事例数
の度数分布を得た。各室における窓開閉行為
事例６分類ごとに、内外気象要素のいずれが
影響要因であるかを検討したところ、寝室で
は時刻（朝の起床後や夕方～夜の就寝前）、
居間（LDK）では室温（20℃前後～30℃前後）
であった。また、一部の室で窓閉め時（半開
以上→半開未満）に外気温が影響要因となる
ことがあった。 
 
(２)滞在行為の推定法開発 
①住宅内における滞在人数推定法の提案 
 室内ガス濃度の非定常変化式や人体から
の CO2・水蒸気発生量を求める式などを用い
て、 

計測データの事前処理 → 換気量の推定 

→室内の総代謝量および放湿量の特定 

→滞在人数の推定 

という手順による方法を確立した。 
 宮城教育大学内の一般的な研究室（空室、
幅3.3m×奥行4.4m×天井高2.5m）において、
滞在人数１～３人×活動強度レベルⅠ～Ⅲ
の組合せによる実験をそれぞれ 10 回ずつ行
い、推定値の正答数を得た。なお、活動強度
別の作業内容は、レベルⅠが 1.5met に相当
する座位の状態での書き物作業、レベルⅡが
2.5met に相当するストレッチ運動、レベルⅢ
が 4.0met に相当する６kg の荷物を持ち続け
る運動（歩行や会話などを含む）である。ま
た、推定値を求める際に、呼吸を除く人体か
らの水蒸気放出量は、衣服内換気量や吸放湿
の影響を受けることから、次の case１～４の
方法を比較することとした。 
【case１】裸の人体からの水蒸気発生量のす
べてが空気中に放出されるとした場合 
【case２】呼吸による水蒸気のみが放出され
る（呼吸を除く人体から発生した水蒸気が衣
服に吸収されるなどして空気中に放出され
ない）とした場合 
【case３】呼吸を除く人体からの水蒸気放出
量が一人あたりの代謝量に比例するとした
場合 
【case４】呼吸を除く人体からの水蒸気放出
量が（裸の人体からの水蒸気発生量－呼吸に
よる水蒸気放出量）に比例するとして、その
比例定数を活動強度レベルごとに求めた場
合 
 推定精度を比較した結果（図２）によれば、
在室１人の場合の正答数は全体的に多かっ
た。これは、在室であることが分かっている
場合、室内の総代謝量や水蒸気発生量の推定
値がどれほど小さく求められたとしても、推
定人数を「１人」と判断しているからである。
在室２～３人の場合では、どの case におい
ても正答数が少なかった。しかし、case４で
は正答数が２～５個であり、充分とは言えな
いまでも、どの活動強度においても他の case
より格段に多かった。 
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図２ 人数推定の正答率 

②実住宅における滞在人数の日変化 
 夫婦と子（大学生）一人が居住する戸建住
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宅（仙台市）を対象に、各時間帯について月
別に１時間あたりの平均活動強度および在
室率（図３）を求めたところ、居間では、食
事時（8:00、12:00、19:00～22:00）に家族が
そろう傾向が見られた。平日の食事時の前
（7:00、11:00、16:00～17:00）はその支度の
ためか、やや高くなっている。また、朝食後
（9:00）は、１人で掃除や洗濯という活動強
度の高い作業をしていた可能性がある。 
 また、寝室では夜間の就寝や午睡使用され
る様子、子ども室は頻繁には使用されていな
い様子が見られ、各室の特徴が分かった。 
 
(３)住環境学習プログラムの改良 
①明るく強い建物デザインを考える教育プ

ログラムの提案 
 新たな住環境学習プログラムとして、建物
の構造上の制約を意識しつつ光環境を維持
する方法を、建物模型の実験により検討する
ものを考案した。この目的は次の通りである。 
(ⅰ)建物強度保持のためには壁（壁率）が、
自然採光確保のためには開口部（開口率、照
度、昼光率など）が、それぞれ充分に必要で
あることを理解する。 
(ⅱ)採光量と建物強度がトレードオフの関
係にあり、両立が難しいことを理解する。 
(ⅲ)採光量と建物強度を確保する方法が多
様に考えられることを知り、可能性に挑戦す
る。 
 建物模型として用いられる紙箱について
は、矩形開口部の位置や分割数と底面中央に
おける昼光率の関係を実験と計算により明
らかにした。また、紙箱の素材の力学的物性
値を求めて数値シミュレーションにより応
力解析を行い、学習プログラムで利用できる
基礎資料を得た。 
 この学習プログラムの最適な実施方法に
ついては、大学の講義の中で検討しているが、
学生の反応は良好で、上記の目的は達成され

ている。 

②住環境教育事例のデータベース化 
 学校現場における住環境教育の事例は、１
つには日本建築学会地球環境時代における
住環境教育特別研究委員会のアンケートを
通して得られた授業および課外活動におけ
る住環境教育の実践例、もう１つには 1991
年～2004 年の月刊誌『家庭科教育』において、
地球環境に関連した住教育の事例をとりま
とめた。38件が収集された。 
 学校現場以外における住環境教育に関す
る事例は、上記の特別研究委員会によって収
集された事例データベースを基に、内容や入
手（または閲覧）が可能かを確認して加筆修
正した。刊行物以外にもビデオや講師派遣、
インターネットといった様々な供給手段の
ものが 57 件収集された。 
 これらを表１の項目に沿って分類し、デー
タベース作成ソフト Access を用いて、分類
項目の選択や文字列により複数条件での一
括検索ができるデータベースを作成した。 

対象者
未就学児童、小学生（１、２年生）、小学生（３、４年生）、小学生
（５、６年生）、中学生、高校生、専門家、非専門家、家族、その他

対象となる環境要素 熱、光、空気、音、水、エネルギー、その他

対象となる空間 室内環境、建築外部環境、都市・地域環境、地球環境、その他

対象となる事物
建物性能、住宅設備・家電、省エネルギー、自然エネルギー利
用、廃棄物リサイクル、自然環境に配慮した住み方、住み手の健
康、住み手の快適性

表１ 事例の分類項目 

 

 対象者ごとの実践状況について、刊行物で
は中学生向けの事例がないのに対し、高校生
が８件・専門家が８件・非専門家が９件で事
例数が多かった。他に、専門家や一般の非専
門家向けの講演会も多く、仕事で住環境（教
育）に携わっていたり、自宅購入などの予定
があって日頃から住環境（教育）に関心を持
つなどして、常に新しい情報を必要とする人
への普及・啓発を目的として開催されている
と考えられる。授業では小学生(５、６年生)
に該当する事例が 19 件と突出し、中学・高
校生の事例は合わせても７件と少なかった。 
 環境要素ごとの実践状況について、刊行物
で６件と、最も多かった空気の事例の中には、
シックハウス症候群の説明や有害化学物質
の人体に及ぼす影響について取り上げてい
るものが多かった。授業では、光の事例が多
く特に採光とそれに伴う開口部の換気に関
するものが多かった。その他事業では、大学
を拠点とした研究会の事例が多く、その研究
会の多くはエネルギーを中心に行っている
ものが多かった。 
 対象となる空間ごとの実践状況について、
刊行物の事例では室内環境が７件、地球環境
が６件であるのに対して、都市・地域環境は
２件と若干の差がみられた。これに対して授
業の事例は、室内環境の 20 件に次いで都市・
地域環境が 15 件であった。これは、実験な
どを行った授業の場合に、室内環境に関する
ことは取り組みやすく、また、地域の清掃活
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動など既存の行事を利用して都市・地域環境
の学習へと発展させることができたからと
考える。 
 対象となる事物ごとの実践状況について、
全供給手段で事例数が多かったものを挙げ
ると、環境に配慮した住み方 40 件、住み手
の健康 34 件、住み手の快適性 47 件であった
が、その内訳のほとんどは授業の事例で、主
に教科書の内容に沿ったものであった。省エ
ネルギーや自然エネルギー利用について授
業の事例はあまり多くなかったが、優れたも
のとして、秋田県西仙北町立双葉小学校の授
業『省エネ学習』があった。これは、省エネ
について自分たちが調べたいことを課題と
して設定し、省エネがなぜ必要なのかなどに
ついて調べ、自分たちでできる具体的な手立
てまで考える内容になっている。 
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